
サービス費用 

そんな時は！ 

●  賃料が低い  

●  修繕費がかかりすぎる  

●  敷地の有効利用がされていない  

200,000円 
（消費税・不動産鑑定料・登記料は別途） 

問題点 

●  収益還元価格での売買  

●  不動産鑑定書を付ける  

●  相続税対策になります  

●  賃料が安ければ安いほど、売買価格は低くなります  

●  個人⇔法人  売買代金の貸し借りができます  

老朽倉庫を身内の会社へ一括売買する  

個人所有老朽倉庫の問題点  


